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トータルリテールの実現
顧客の期待が次なる小売
ビジネスモデルの原動力

PwC Global Total Retail Survey―「オールウェイズオン
（いつでもサービス提供）」の一貫した顧客満足体験の
必要性が明らかに
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エグゼクティブサマリー

消費者は小売業者に

高いハードルを設けている。

消費者が求めているのは、顧客の心をつかむ

店舗内テクノロジー、24時間対応のサービス精神、

リアルタイムで把握できる各店舗の在庫状況、

そして同じ小売業者であれば、どの購買チャネルからも

同じ価格、同じ割引率で購入できることである。

今回の調査で得られたデータから、顧客の八つの

期待が浮かび上がってきた。本報告書では、

この八つの顧客の期待と、次なる小売

ビジネスモデルがもたらす意味を

明らかにする。

一貫した顧客
満足体験
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5 大陸 15カ国・地域のオンライン買い物客 15,000 人を調査
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左右されているわけではない。ただ最
低限の労力でいい本を見つけたにすぎ
ない。

おそらく、時間に追われているかも
しれない。知りたいのは、購入手続き
は簡単か、探している本は見つかるか、
インタラクション（情報のやり取り）
は快適か、ということだ。

大切なのは、私がこのショッピング
体験をまた味わいたいかということで
ある。

今回明らかになったのは、シームレ
スな顧客満足体験を求める私の欲求は、
世界中の消費者とほぼ同じということ
である。7回目となる本報告書は、世
界 15 カ国・地域の 15,000 人を超え

歴 史と経済学を学んできた私は、
世界の動向を理解するという
視点から過去を取り上げた本

を読むことが好きだ。将来のことは誰
にも分からないとはいうものの、これ
までの地政学的変化、消費者動向、経済
発展を理解すれば、先行きのさまざま
な可能性を検討するうえで助けとなる。

Ian Bremmer の『G-zero』や Joshua 
Cooper Ramo の『The Age of the 
Unthinkable』を読んでいるとき、その
本を実際にどこでどう買ったかといっ
たことは関係ない。街中の本屋で買っ
たのかもしれないし、ネットで書評を
読んでオンラインで衝動買いしたのか
もしれない。しかしいずれにしても、
書籍を購入したいという私の欲求は、
この二つの異なる「購買チャネル」に

今日の消費者は、マルチチャ
ネルで買い物することを当然
のことと考えている。

るオンライン買い物客を対象に 2013
年に実施した調査に基づくものである。
その中で、今日の消費者は、マルチチャ
ネルで買い物することを当然のことと
考えていると報告している。従って、
使い勝手の良い実店舗、オンライン購
入サイト、モバイル端末用のウェブサ
イトやアプリといった機能を提供する
ことは、消費者との良好な関係を構築
するための入場料にすぎない。
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つながり体験

一方向体験

2012 年から 2013 年の間に
毎週オンライン購入をする人

の数が 50%以上増加

オムニ
チャネル

トータル
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の増加

2000年代
～現在

実店舗

1990年代
以前

ドットコム

1990年代～
2000年代

商品中心型

顧客中心型

消費者は小売業者に高いハードルを
設けている。消費者が求めているのは、
顧客の心をつかむ店舗内テクノロジー、
24 時間対応のサービス精神、リアル
タイムで把握できる各店舗の在庫状況、
そして同じ小売業者であれば、どの購
買チャネルからも同じ価格、同じ割引
率で購入ができることである。今回の
調査で得られたデータから、顧客の八
つの期待が浮かび上がってきた。本報
告書では、この八つの顧客の期待と、
次なる小売ビジネスモデルがもたらす
意味を明らかにする。

マルチチャネルという
既存のシステム
小売業者の間では依然として、実店
舗やさまざまな端末（オンライン
ショッピングに使われるラップトップ、
タブレット、スマートフォン）をそれ
ぞれに独立した販路として捉え、こう
した販売チャネルを有り難がる傾向が
ある。

図１：消費者と顧客中心型の統合テクノロジーに重点を置くことによって、「購買チャネル」ごとの体験を
　　　「トータルリテール」体験に変える

出典：PwC Global Total Retail Survey 2013
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マルチチャネル方式での経営
に伴う費用と煩雑さがあまり
にも大きい一方、その見返り
となる顧客満足体験上のメ
リットはあまりにも少ない。

さまざまな点で、販売チャネルに対
する思い入れは理解できる。「マルチ
チャネル」や「オムニチャネル」といっ
た言葉は、小売業者にとって、電子商
取引の出現によってもたらされたさま
ざまな販路を考える枠組みとして、ま
た、自社の機能性強化を実現するため
のロードマップとして有用である。電
子商取引という課題に直面した小売業
者が当初、バックオフィスがマルチ
チャネル方式で管理を行うことでこれ
に対処しようとしたのは、理にかなっ
たことである。しかし、その結果とし
て今日あるのは、高額な販売チャネル
中心型ビジネスモデルである。このモ
デルの結果、複数のマーケティング・
販売・サプライチェーン部隊、不必要
に複雑に細分化された損益計算書、さ
らには売上が発生した販売チャネルご
とに異なる会計処理法といった問題が
生じている。

同様に、顧客対応面においても、販
売チャネル間の壁が厚くなっている。
プロモーションは販売チャネルによっ
て異なり、オンライン注文を受けるた
めに物流センターから商品が発送され
た結果、実店舗は品切れ状態、顧客の
購入履歴などの情報は各販売チャネル
でうまく生かされず、基本的な支払い
情報でさえ何度も繰り返し入力しなけ
ればならない。この方式を継続するこ
とに伴う費用と煩雑さがあまりにも大
きい一方、その見返りとなる顧客満足
体験上のメリットはあまりにも少ない。
これはいずれ失敗に終わる誤った方法
である。

販売チャネルの先を見据えた
トータルリテールへ
この状況を次ページの図 2に示した
デジタル力をつけた消費者の考え方と
対比してみてほしい。とどまることを

知らない今日の顧客は、さまざまな
ツールを手に入れ、小売業者よりもは
るかにテクノロジーに精通している。
顧客は、オンラインで商品を購入する
前に実店舗で現物を確かめ、自らの購
入履歴を次の買い物に生かす方法を習
得し、オンラインクーポンや割引の利
用方法にも詳しい。

消費者は、文字どおり指先でなぞる
だけで、小売業者のブランドの世界に
入りこむことができ、さらには、その
ブランドが期待はずれだったり、
ショッピング体験が残念なものだった
りしたとき、また、価格が予想より高
かったりした場合は、ブログやソー
シャルメディアでそのブランドを攻撃
できるツールを手に入れている。今回
の調査では、全世界の調査対象者の
55%が商品やブランドに関する自らの
体験について肯定的または否定的なコ
メントをソーシャルメディアに投稿し
たことがあると答えている。つまり、
ブランドについて何らかの強い思いが
ある場合、顧客はその思いを世の中に
発信するものと想定すべきだというこ
とである。

こうした状況に対処するために、小
売業者は私たちが提唱する「トータル
リテール」を活用する必要がある。トー
タルリテールには二つの意味がある。
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新しいブランドを
発見したことがある

ブランドを
調べたことがある

商品を購入
したことがある42% 41% 52%58% 59%

お気に入りの
ブランドまたは
小売業者をフォロー
したことがある

お気に入りの
ブランドと
やり取りをした
ことがある

ショッピング
体験に関する肯定
的または否定的な
コメントを投稿
したことがある

41% 48% 45%59% 52% 55%

48%

調査対象者数：15,080 人 
出典：PwC Global Total Retail Survey 2013 いいえはい

購買チャネルを問わず、一貫して優れ
た顧客満足体験を約束する統一された
ブランドストーリーと、機動的かつ革
新的なテクノロジーに裏打ちされた統
合的なバックオフィスのオペレーティ
ングモデルである。小売業者はしきり
と顧客がかつてなく高度な知識と力を
持つようになったと口にするが、トー
タルリテールは顧客をビジネスモデル
の中心に据えることによって、結果的

にその状況に対処しようとするもので
ある。

私たちの経験では、個々の販売チャ
ネルに焦点をあてた単視眼的な解決策
は到底十分なものではない。必要とさ
れているのは、サプライチェーン、マー
ケティング、販売、財務を含めたトー
タルリテールというビジネスモデルの
変革である。

図 2：ソーシャルメディアを活用してブランドとつながるデジタル力をつけた消費者

Q：ソーシャルメディアを使って行ったことのあるものはどれですか。



7 トータルリテール　次なる小売ビジネスモデル

特別な体験を約束する魅力に満
ちあふれたブランドストーリー

いつでもそばにあるお気に入り
の小売店

万全な保護措置を講じた個人的
嗜好と個人情報に基づいてカス
タマイズされたオファー

モバイルショッピングの価値最
大化のために必要なアプリとサ
イトの改善

あらゆる端末で実現する一貫し
た顧客満足体験の強化

ソーシャルメディアによる双方
向エンゲージメント

リアルタイムで把握できる在庫
状況

小売業者としての「ブランド」
メーカー、それを受け入れる顧
客

大きな期待
本報告書で取り上げる顧客の期待は
いずれも小売業者にビジネスモデル上
の問題を提起している。例えば、今回
の調査で得られたデータでは、タブ
レット端末やスマートフォンを使って
買い物をしたと答えた回答者の数にか
なり大きな増加が見られる。

全世界の回答者のうちタブレット端
末を使って商品購入したと答えた人の
割合は、2012 年調査の 28% から今回
の調査では 41%に、スマートフォンを
使って商品購入した人は 30% から
43%に上昇した。この結果から顧客が
求める期待の一つとして、利用する端
末に関係なく、個別にカスタマイズさ
れたショッピング体験の強化という答
えが導き出されるであろう。またオン
ライン買い物客は、実店舗で提供され
る商品のプロモーション、割引などの
情報を、スマートフォンからタブレッ
ト端末、そして今後数年内に普及が予
想されるウェアラブルテクノロジーを
使った何らかのデバイスにいたるまで、
あらゆるモバイル端末から入手できる
ことを期待するであろう。

トータルリテールを実践する小売業
者であれば、どんな端末でも読めるよ
うに適切なフォーマット設定をしたデ
ジタルマーケティング素材を組み込む
ことで、こうした顧客の期待に応える
準備を整えていくことになる。簡単そ
うに聞こえるだろうか。全世界の調査
対象者に携帯電話を使って買い物をし
ないのはなぜか尋ねたところ、40%を
超える回答者が画面が小さすぎること
を理由に挙げた。このことは、携帯電
話のような端末で直感的に操作できる
ショッピングサイトの設計がいかに難
しいかを示している。おそらく、多く
の小売業者が、消費者の 5人に 2人が

快適に買い物をするには小さすぎると
思っている画面におさまる洗練された
購入サイトを設計するテクノロジープ
ロセスや社内スキルを持ち合わせてい
ないと思われる。

本報告書で検証するもう一つの顧客
の期待は、リアルタイムで把握できる
店舗在庫状況である。調査対象者にど
のような店舗内テクノロジーがあれば
良いと思うか尋ねたところ、特定の商
品をどこで購入できるか確認するため
に、スタッフを煩わせることなく自分
で在庫を見ることのできる機能という
答えが返ってきた。全世界の調査対象
者の 46%が「他店舗在庫またはオンラ
イン在庫を素早くチェックする機能」
がほしいと考えている。基本的な考え
方は極めて単純であるが、在庫や運営
に及ぼす影響は多大である。顧客から
在庫が完全に見えるようにするという
ことは、顧客が買いたいと思っている
ものが何であろうと、また、その問い
合わせがどういう形で行われようと、
小売業者は相互に情報伝達し合えるシ
ステムが必要になる。

顧客の八つの期待
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簡単かつ便利で顧客に
カスタマイズした

ショッピング体験を実現する
顧客分析

どこでも取引を
可能にする

サプライチェーンの
最適化

どこでも誰にでも
シームレスな取引サービスを

提供する
一体化したテクノロジー、
プラットフォーム、システム

販売チャネル
中心型の組織ではなく、
顧客中心型の組織

1 3

2 4

次なる小売ビジネスモデルの
構成要素
小売業界の最高経営責任者（CEO）
は行動を起こす必要があることを理解
している。2014 年 1 月に公表された
PwC の「第 17 回世界 CEO 意識調査」
によると、回答者の 56%がビジネスモ
デルを変える大胆な行動計画を立てて
いるというが、具体的な中身はどう
いったものだろうか。本報告書で取り
上げる小売ビジネスモデルの変革は、
小売業者の事業活動のあり方に極めて
大きな変化をもたらすものである。実
際、上記「世界 CEO 意識調査」では、
小売業界の CEO の 53% が組織変革プ
ログラムをすでに実施しているか計画

していると答えている。組織変革にお
いて、販売チャネル中心型から顧客中
心型へ移行することは、小売業の経営
層にとって大きな意味があり、経営層
と組織内の各事業部門との意思疎通の
あり方にも多大な影響をもたらすこと
になる。例えば、当社が小売業のクラ
イアントと仕事をする中で、ますます
必要性を感じているのは、顧客満足体
験に加えて事業の中でもマーケティン
グ、ソーシャルメディア、顧客サービ
スセンターといった「デマンドチェー
ン」と呼ばれる部分を「所有」する最
高顧客責任者（CCO : chief customer 
offi  cer）の存在である。また、販売チャ
ネルに関係なく売上全体に責任を持つ

図 3：次なる小売ビジネスモデルの構築
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売チャネルで顧客データを共有し、店
舗や工場の外にいる顧客との関係づく
りをするためのテクノロジー、POS な
どの独自データの意味を理解するため
の分析ツール、費用対効果ではなく顧
客が欲しがっているものを顧客が望む
ときに望む場所で提供するという考え
に基づいて構築されたサプライチェー
ン、そして、顧客中心主義を新たな基
軸とする組織づくりのための変更管理
といった要素である。

こうした構成要素や本報告書で取り
上げる小売ビジネスモデルのさまざま
な意味合いを踏まえ、PwCでは未来の
小売店像に新たな視点を与えることが
できればと考えている。ここ数年のう
ちに、小売業界では、小売ビジネスモ
デルをいかにして変えていくか、ます
ます議論が盛んになると思われる。本
報告書の目的は、小売業界がそうした
議論を始める一助となることである。

本報告書が読者の皆さまのお役に立
てれば幸いである。

John G. Maxwell 
Global Retail and Consumer Leader

営業統括部長も経営陣に加えることが
望ましい。

本報告書では、テクノロジーが小売
ビジネスモデルにもたらす大きな影響
も取り上げている。第一に、情報テク
ノロジー（IT）はその目的を業務効率
の向上から優れた顧客満足体験の推進
へ進化させる必要がある。第二は、今
述べたことと密接に関連しているが、
IT に対する一般的な受け止め方の問題、
すなわち、戦略を実現するものという
よりもコストセンターと捉えている人
がいかに多いかということである。例
えば、小売業界の経営幹部を対象に最
近実施した調査によると、最高マーケ
ティング責任者（CMO）の 65% が
CEO または取締役会の直属であるのに
対し、最高情報責任者（CIO）の 45%
は最高財務責任者（CFO）または最高
執行責任者（COO）の監督下にある 1。

統合型テクノロジープラットフォー
ムと組織変革は、本報告書で取り上げ
ている具体的なビジネスモデル変更の
多くの基盤となる四つの要素のうちの
二つだ。残りの二つは、サプライチェー
ンの最適化（おそらくこれは当然との
受け止め方であろう）と顧客分析であ
る。顧客分析は、消費者が手に入れた
新たな力に関連するビジネスモデルの
変更の大部分に不可欠な要素である。

ビジネスモデルの基盤として顧客の
期待に焦点を合わせなおすことができ
れば、小売業者はそこから必要とする
ビジネスモデルの構成要素を導き出す
ことができる。すなわち、あらゆる販

1 EKN. 2013 Q4 “The New Cost Structure 
of Retail IT,”

トータルリテールというビジ
ネスモデルは、一貫して優れ
た顧客満足体験と機動的かつ
革新的なテクノロジーに裏打
ちされたバックオフィスを結
びつける。
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顧客の八つの期待

なぜ顧客の期待と小売

ビジネスモデルを結びつけたのか？

顧客のことは主に販売部門かマーケット調査部門

が考えるという時代が長きにわたって続いてきた。

しかし、今日、テクノロジーを身につけた消費者の

期待は途方もなく大きく、小売業はあらゆる

部門のレベルアップが求められている。

設定、クレジットカードその他の本人
識別情報の蓄積による購入手続きの迅
速化―を求めていることが明らかに
なった。私たちは、本調査結果を検討
し、全般的な顧客の期待を八つに分類
した。

本 調査では、消費者が購買チャ
ネルにはこだわらなくなり、
一貫した顧客満足体験―す

なわち、どの購買チャネルでも同じプ
ロモーション、実店舗・オンラインス
トア共通の特典プログラム、同じ価格
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本調査のいくつかの異なるデータポ
イントから、世界中の消費者は決まっ
た小売業者から購買を続ける理由を常
に探していることが分かった。本調査
では当初、決まったブランドに対して
オンライン買い物客の反応を測定する
予定はなかったが、実際のショッピン
グ体験以外に、魅力に満ちあふれたブ
ランドそのものが消費者を引き寄せる
大きな力となり得ることがわかった。

購買先集約化の動きは
ビジネスチャンス
はじめに、消費者と心情的なつなが
りを持つことのできる小売業者にもた
らされる途方もなく大きな機会につい
て説明する。データは、消費者が、選
び抜かれたお気に入りの「頼りになる」
小売業者から買いたいという明確な気
持ちを持っていることを示している。
全世界の買い物客は、購買先をほんの
数ブランドの小売店舗に絞り込んでい
ることが本調査で明らかになった。国
内の有名小売業者 30 社のうち、何社
から過去 12 カ月間に買い物をしたか
尋ねたところ、全調査対象者の 15%が
小売業者 1社のみから買い物をしたと
回答し、2012 年に行った前回調査の
7%を上回った。同様に、過去 12カ月
の購買先数が 2～ 5社と答えた回答者
の割合も前回を上回り、43%となった。

一方、購買先数 6～ 10 社を選んだ
回答者は 2012 年調査の 35% から
2013 年は 27%に、11～ 20 社を選ん
だ回答者は 21%から 14%に減少した。
香港のオンライン買い物客は特に購買
先について保守的な傾向が強く、過去
12カ月間に買い物をした購買先数が 5
社以下と答えた回答者が88%に上った。

調査で集めたデータを、マルチチャ
ネル買い物客（実店舗、タブレット・
PC 経由のオンライン、携帯・スマー
トフォン経由のオンラインのうち二つ
以上の購買チャネルを利用している買
い物客）が利用している小売業者の数
という別の視点から見ると、頻繁な購
買先としては 1 社のみという回答が
46%、2 ～ 5 社が 48% で、6 ～ 10 社
という回答はわずか 5%だった。

図 4：過去 12 カ月間に買い物をした小売業者数

Q：購買チャネルに関係なく、過去12カ月間に何社の小売業者で買い物をしましたか。

 特別な体験を約束する魅力に満ちあふれた
 ブランドストーリー
 ブランドをめぐる魅力に満ちあふれた物語は、顧客満足体験
 そのものと同じくらい小売業の成功に力を発揮し得る

注：データは各国別の小売業者リスト（オンライン店舗のみの業者は除く）から算出。
調査対象者数：15,080 人（2013 年）；11,067 人（2012 年）
出典：PwC Global Total Retail Survey 2013
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こうした購買先の集約化がどのよう
な理由で起きているにしろ、買い物客
は少数の小売業者に絞り込んで来店す
る理由を探し求めているというのが、
小売業における新たな常態となってい
る。問題は、買い物客がどの小売業者
を選択するのか、そしてその理由は何
かということである。

強力なブランドの魅力
もちろん、価格と品ぞろえは長年実
証済みの店選びの理由である。本調査
でも、お気に入りの小売業者から買い
物をする理由を尋ねたところ、「安価・
お手頃価格」という選択肢を選んだ回
答者が全体の 85% に上った。しかし、
よく見てみると、お気に入りの小売業
者から買い物をする理由として最も多
く選ばれたのは「そのブランドに対す
る信頼」で、全体の 86%がこれを理由
に挙げた。さらに、「店舗の立地や店
員の質」を選んだ回答者は 81%、「一
風変わった興味深いマーケティング手
法」が 64%で、ソーシャルメディアで
面白いことをやっているからその小売
業者から買い物をするという回答も

50%あった。つまり、本調査の回答者
の大部分が魅力に満ちあふれたストー
リー性のあるブランドに惹き寄せられ
たということである。

数多くの小売業者が、忠実な顧客基
盤の中核を固める強力なブランドプロ
ミス（ブランドが約束する価値）の確
立に卓越した力を発揮してきた。数々
のビジネス書を著書に持つ Jim Collins
の『Good to Great』で取り上げられ広
く知られるところとなった Nordstrom
（ノードストローム）の顧客第一主義
のブランドは、従業員の接客に具現化
されている。従業員は全員、名刺を持
ち、顧客のいかなる要望にも対応でき
るよう訓練されている。ブランドプロ
ミスが、（Nordstrom の）従業員を軸
とするものであろうと、細部にわたる
知識やもうひと頑張りしようとする意
欲によるものであろうと、あるいは地
域社会への貢献や低価格といったそれ
以外のものであろうと、その約束を果
たすことによって、顧客の受け止め方
を一変させることができる。

ブランドに対する信頼が、
お気に入りの小売業者から
買う第一の理由

図 5：マルチチャネル買い物客が過去 12カ月に利用した小売業者数

Q：購買先の小売業者について、実店舗で購入、オンラインストアで購入、実店舗
とオンラインストアの両方で購入の別をお答えください。あてはまるものを全
て選んでください。

注：実店舗、タブレット・PC経由のオンライン、携帯・スマートフォン経由のオンラインのうち二つ以
上の購買チャネルを利用している者を「マルチチャネル買い物客」と定義。
調査対象者数：4,869 人
出典：PwC Global Total Retail Survey 2013
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ビジネスモデルが示唆するもの：ブランド力を強化するためには、対
内的にも対外的にもブランドコミュニケーションのあり方を変える必
要がある

ブランド価値という点で小売業者は概して力を発揮していない。例えば、
Interbrand（インターブランド）による 2013 年の「Best Global Brands」ランキ
ングにおいて、ブランド価値で上位 20位内に入った小売業者は Louis Vuitton と
Amazon.com の 2社だけだった。これに対して、テクノロジー系企業は 8社、そ
して自動車メーカーと消費財・サービス企業はそ
れぞれ 4社ずつ 20 位内に入っている。小売業の
ブランド影響力のなさは、他社ブランドを集めて
販売する集合体と見なされ得る小売業者において
特に顕著である。

PwC UK のパートナーで小売・消費財企業の専門
家であるMatthew Tod は、「多くの小売業者は自
社ブランドを持っていないため、消費者が『その
店で買いたい理由は何か』と考える状況にはなり
にくい」とし、「小売業者は極めて明確な提案を
行い、消費者にとって何らかの意味を持つブラン
ドを構築しなければならない」と述べている。

こうしたブランド構築の取り組みは、多くの場合、
社内から始まる。例えば、Nordstrom の従業員の
ほとんどは、Nordstrom のブランドプロミスにつ
いて明確なビジョンを持って入社してくるわけで
はない。同社では、社内の研修プログラムを通し
て、ブランドプロミスと、独創的発想で顧客を喜
ばせる自由度の両方が従業員に叩き込まれる。採
用・研修の過程でブランドプロミスに力を入れる
ことは、ほとんどの小売業者にとって人事管理モ
デルにさほど複雑な変更を加えるものではないが、
ブランドの健全性に大きく寄与し得る変更である。

対外的な面では、小売業者は自社のブランドコミュニケーションのあり方を大幅
に改善する必要がある。PwC US のプリンシパルで、ソーシャルメディアを通じ
たクライアント企業の顧客エンゲージメント（顧客との関係づくり）向上に助力
しているSean O’Driscoll は、「多くの組織は依然として、自社のブランドについ
て知ってもらいたいことを『一方的に拡散する』ことに終始しているが、大事な
のは顧客に向かって情報を拡散することではなく、顧客と関わることだ」と述べ
ている。小売業者にとって、これは、ソーシャルメディアを駆使してキャンペー
ンやコンペを実施する専門のスタッフを置き、ソーシャルメディア上に残された
顧客のコメントに回答する正式なプロセスを持ち、さらには、経営陣によるブロ
グや業界紙への記事掲載などのブランドコンテンツといった、従来型にとらわれ
ない広告手法を活用することを意味していると考えられる。

ブランド構築の裏側にあるのはレピュテーションマネジメント（評判という無形
資産の積極的管理）であるが、この点についても小売業者は改善する必要がある。
例えば、ソーシャルメディアは、単にブランドコミュニケーションや顧客ロイヤ
ルティ獲得の機会を提供するだけでなく、ブランドを守る強力な手段ともなり得
るものである。自社のブランドやサービスについて悪い評判が立ったり、批判的
なコメントが書きこまれたりした場合、ソーシャルメディアを使って回答するこ
とによって迅速に対処することができる。ブランド価値について顧客と関わり合
う手段としてソーシャルメディアを活用することによって、小売業者はブランド
力を高めるだけでなく、レピュテーションリスクを管理することもできるのである。

本調査で最も人気の高かった二大店舗内テクノロジーは、店舗内Wi-Fi 通信
とレジに行かずに支払い手続きをしてくれる販売員の存在だった。
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 万全な保護措置を講じた個人的嗜好と個人情報に
 基づいてカスタマイズされたオファー
 オンラインショッピングでは、サイバーセキュリティが依然として大きな
 懸念事項となっているが、その一方で、オンライン買い物客は、自分の
 好みに応じたサービスも求めている

人は誰しも受け入れられ、自分の
ニーズを理解してほしいものである。

例えば、オンライン買い物客の場合、
お気に入りの小売業者に顧客として認
識され、覚えてもらいたいと考えてい
る。本調査の回答者の 71%は、お気に
入りの小売業者から買う理由として、
特典ポイントや特典プログラムを挙げ
ている。お気に入りのブランドに顧客
として認識され、理解されたいという
願いは、ソーシャルメディアにも現れ
ている。全世界の回答者の半数あまり
（51%）が、お気に入りのブランドと交
流するためにソーシャルメディアを利
用し、その結果、そのブランドがます
ます好きになったと答えている。

最新トレンドと電子化
また、過去の購入履歴に基づき個別
にカスタマイズしたサービスを求める
買い物客の声も高まっており、小売業
者もその要望に、より適切に応えられ
るようになっている。実際、今回の調
査では、電子メールや携帯メールで自
分の好みに合わせたプロモーションの
お知らせを受け取れることを理由にブ
ランドのソーシャルメディアのサイト
を訪問したと答えた回答者の割合が大
幅に上昇した。2013 年調査では、回
答者の21%がこのようなプロモーショ
ンを理由にブランドのソーシャルメ
ディアのサイトを訪問したと回答した。
2012 年調査では、同様の理由でブラ
ンドのサイトを訪問した回答者はわず
か9%であった。コンペへの参加もサー
ビスを個別化する一つの形態で、2013
年調査では、ブランドのソーシャルメ
ディアのサイトを訪問した回答者の
23%がブランド主催のさまざまなコン
テストで競い合うチャンスがあること

をサイト訪問の理由に挙げており、前
年調査の 16%を上回った。

カスタマイズされたオンライン
ショッピングのもう一つの事例はス
マートフォンで受け取るクーポンで、
全世界の回答者の66%がこうしたクー
ポンを使って実店舗や自宅で、あるい
は移動中に買い物をしたと回答してい
る。PwC US でパートナーを務める
Tom Johnson が説明するように、「モ
バイルのショッピング体験をカスタマ
イズする機会は計り知れず、個別のカ
スタマイズはモバイルサービスの究極
の目標」であると PwC は考えており、
「その日のセール情報や過去 2年間の
購入履歴に基づいて個々の顧客に応じ
たセール情報を提供することは、素晴
らしい取り組みの一例」である。

ビッグデータの分析も役立つ。顧客
に関する大量の情報を蓄積することに
よって、小売業者は、個々の顧客に合
わせて、買い物をより楽しい体験とし
て提供することができる。予測分析を
用いることによって、これまでに多く
の小売業者が顧客データを活用した
マーケティングと販売の効率化を実現
してきた。カスタマイズにより、電子
クーポン、モバイル特典プログラム、
限定ブランドコンテンツ、ソーシャル
メディア上のコンテストやプロモー
ションという方法が可能になり、いず
れもオンライン購入に顧客を呼び込む
手段として利用できる。今日、多くの
小売業者や消費財企業は、特定の地域
または年齢層などに限定した消費者に
狙いを定めて、その興味に訴えかける
ような特別オファーをいれるなど、極
めて的を絞りこんだ電子メールを送っ
ている。

中国では、回答者の 53% が
毎週 PC 経由でオンラインの
ショッピングをしており、
どの国・地域よりも高い割合
を示した。
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個人情報の安全性：
全世界の買い物客で共通の懸念
その一方で、サイバーセキュリティ
は依然として、さまざまな国・地域の
オンライン買い物客にとって大きな課
題となっている。本調査で、オンライ
ンで買い物をしなかった回答者にその
理由を尋ねたところ、約 43%が個人情
報の安全性に不安があると答えた。
2012 年調査では 41%が同様の回答を
しており、今回はやや上回ったものの、
ほぼ同じ結果が得られた。

個人情報の安全性に関する不安は、
ブラジルと南アフリカで最も高かった。
オンラインで買い物をしなかったと答

えたブラジルのオンラインユーザーの
うち60%が個人情報の安全性に関する
不安を理由に挙げており、これが 2番
目に大きい理由だった。南アフリカで
は、61%の回答者が個人情報の安全性
に関する不安を選び、これが最大の理
由となっている。同国におけるオンラ
インセキュリティに対する不信は、本
調査の調査対象者に占める新規オンラ
イン買い物客の割合が最も高かったこ
とによるものかもしれない。初めてオ
ンライン購入してから１年未満のオン
ラインユーザーの割合は、世界平均が
19% だったのに対し、南アフリカは
25%であった。

図 6：情報セキュリティに関する懸念がオンライン購入を敬遠する大きな理由

Q：なぜオンライン購入をしなかったのですか。あてはまるものを全て選んでください。

調査対象者数：1,234 人（2013 年）；2,343 人（2012 年）
出典：PwC Global Total Retail Survey 2013
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言うまでもなく、個人情報の保護は、
かねてより電子商取引に期待されてい
ることである。ただし、小売業者は顧
客が店舗に近づくと電子メールで届く
クーポンといった顧客受けする新しい

ビジネスモデルが示唆するもの：カスタマイズと 
情報セキュリティの両立

顧客にシームレスな買い物体験を提
供しながらサイバーリスクの対応能
力を向上させることがビジネスモデ
ルに不可欠な要素になる。現在のビ
ジネスモデルでは、異なる販売チャ
ネルで複数の顧客データベースを
持っているため、顧客を一体的に捉
えることができない。トータルリ
テールを実現するためにサイバーセ
キュリティという観点から必要とさ
れているのは、顧客中心のフロント・
オフィス・システム整備に向けた技
術刷新、顧客データベースの統合、
予期せぬ新たな脅威に取り組む経営
陣の存在である。これまで存在しな
かった脅威に直面しているのは、な
にも小売業界だけではない。ゲーム
業界も最近、ハッカーによるサービ
ス妨害攻撃の標的になっている。

サイバー攻撃の脅威が高まり、特に携帯端末に潜在的脆弱性が存在する中、小売
業者は、徐々に対応能力を構築していくことができるのか、あるいは買収によっ
て全く新たな技術と能力をビジネスモデルに迅速に取り込む必要があるのか、そ
の判断を迫られている。例えば、サイバーセキュリティ強化のためのM&A（合併・
買収）の世界動向についてPwCが発表した最新の報告書によると、多くの企業が
携帯端末に強い外部のサイバーセキュリティ会社を使って防御力の強化を図って
いる。

選択肢に加えて、その小売業者の購買
チャネルであればどこでも自分の支払
いや特典情報を入手できるという利便
性を顧客が求めていることを理解した
上で、個人情報を保護する必要がある。

南アフリカの買い物客はオンライン購入の体験が比較的浅く、回答者の 25%は初めてオンラ
イン購入をしてから 1年未満。
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 あらゆる端末で実現する一貫した
 顧客満足体験の強化
 オンライン買い物客は徐々に、しかし確実に、さまざまな端末を使って
 買い物をするようになっており、機能性に関する潜在的な問題点に取り
 組む必要がある

電子書籍は、2008 年時点では米国
における出版物全体の販売額のわずか
1%を占めるにすぎなかったが、2011
年までに 17% に上昇2、数年連続で 3
ケタ増を記録した。

2012 年調査でスマートフォンを
使って買い物をしたと答えた回答者の
割合は、2008 年の電子書籍の割合と
同じくらい低かった。オンライン買い
物客には、すでに信頼して買い物ので
きる愛用の端末、すなわち PC という
端末があったからだ。2013 年調査の
結果でも、オンライン購入という面に
おいては PC が依然として抜きんでた
存在となっている。例えば、調査対象
に含めた購入商品 11 種類の全てにお
いて、PC はオンライン購入手段とし
て圧倒的に人気が高かった。

少数派ではあるが急増しつつ
あるスマートフォンや
タブレット端末での買い物
オンライン購入はほとんど PC 経由
で行われているものの、2012 年調査
と比較してみると、タブレット端末と
スマートフォンはともに勢いを増して
いる。タブレット端末とスマートフォ
ンに関する肯定的なデータをいくつか
示そう。家電製品について見てみると、
2012 年は全世界の回答者のわずか 1%
がタブレット端末を使って購入したと
答えたのに対し、2013年は10%であっ
た。また、スマートフォンを使って購
入した回答者の割合は、0.4% から 5%
に増えている。衣類・靴の購入では、
スマートフォンやタブレット端末の利
用の増加ぶりがさらに鮮明である。

2013 年調査では、タブレット端末経
由とスマートフォン経由が回答者全体
のそれぞれ 11% と 7%、2012 年調査
ではそれぞれ 1.5% と 0.5% という結果
であった。実際、全世界の調査対象者
のうち何らかの商品をタブレット端末
経由で買った人の割合は、2012 年の
28% から 2013 年は 41% に、スマー
トフォン経由で買った人の割合は 30%
から 43%に上昇した。

国・地域別に見ると、オンライン購
入でさまざまな端末を利用するという
点においては、中国が引き続き飛び抜
けている。おそらくこれは、中国の人
口構成からして、さほど驚くことでは
ない。2013 年 6 月現在、中国におけ
るインターネット普及率は 44%、イン
ターネット利用者数は 5億 9,100 万人
に上るが、これは米国の全人口をはる
かに上回る数である。調査結果による
と、月に１回以上、タブレット端末や
スマートフォンを使って買い物した人
の割合は、世界全体ではそれぞれ 22%
と 21% だったのに対して中国では
49% と 51% となっており、中国の買
い物客が率先して最新の端末を利用し
ていることがわかる。

顧客ベースの規模はかなり小さいも
のの、他の国々も同じトレンドをた
どっている。例えばフランスでは、ス
マートフォンもしくはタブレット端末
を使って買い物をしたと答えた人の割
合が、2012 年の 16% から 2013 年は
25%に上昇した。

2 Forbes（2013年4月11日）, Jeremy  
Greenfield, “Ebook Growth Slows in 
2012 to ‘Only’ 41%.”

タブレット端末やスマート
フォンを使って買い物した人
がそれぞれ 49%と 51%もい
る中国は、さまざまな端末を
使って買い物をするという点
において、時代の先を行く存
在である。
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はい いいえ

中国 中東

インド 全世界
平均

58%

42%

77%

23%

31%

43%

57%

69%

ビジネスモデルが示唆するもの：全ての端末を網羅する機動的な
技術対応力

携帯電話やスマートフォンを使って買い物している人は全世界の買い物客のほんの
一部に過ぎないが、こうした端末の利用が増えていることを小売業者が無視すると
すれば、それはビジネスモデルの考え方として誤りである。第一に、一部の国・地
域を除いて、携帯電話やスマートフォンの利用は、実店舗での購入や PC経由のオ
ンライン購入といった従来型の購入を犠牲にするかたちで増えているわけではない。
市場の規模が拡大しているのであり、この拡大に参加するための準備をするのは当
然である。

第二に、携帯電話の問題点のいくつかは、単に携帯電話の端末とサービスが進化を
遂げることによって、今後数年のうちに解決されると思われる。例えば、携帯電話
やスマートフォンを使って買い物をしていないと答えた全世界の回答者にその理由
を尋ねたところ、画面が小さすぎる（41%）、セキュリティが心配（39%）、スマー
トフォンを持っていない（20%）、適切なデータ通信サービスプランがなかった

図 7：携帯電話での買い物が盛んな国・地域

Q：携帯電話やスマートフォンを使って買い物をしていますか。

調査対象者数：15,080 人（全世界）；
900人（中国）；1,006 人（インド）；1,000 人（中東）
出典：PwC Global Total Retail Survey 2013

次ページへ続く
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（16%）、通信が遅い（13%）という結果が得られた。今から 5年後、オンラインユー
ザーの大半が通信の遅さに悩まされていると思う人はいるだろうか。画面が大きく
なり、速度と画像の質が向上し、魅力的なデータ通信サービスプランと高速インター
ネットサービスが提供されるようになれば、モバイルショッピング（携帯端末経由
のオンライン購入）は加速すると思われる。モバイルショッピングの驚異的な飛躍
を阻む唯一の長期的課題は、セキュリティ問題かもしれない。しかし、それすらも
いずれは解決できる問題である。例えば、今回の調査でオンライン購入歴の長い人
の割合が多かった国・地域（英国、米国、オランダ）では、携帯端末のセキュリティ
に不安を感じている人の割合が世界全体の 39%を下回っている。

PC、タブレット端末、携帯電話のいずれでも同じように買い物をしたいと顧客が
望むようになることは間違いなく、トータルリテールをめざす小売業者は、こうし
た顧客の要望に応えるべく、顧客が利用する端末に適しているだけでなく、それ以
外の手段でもできる限り情報を入手できるようなショッピング体験を提供する機動
的な技術対応力を備える必要がある。デジタルマーケティングによるオファーは、
すべての端末に共通のものでなければならない。個々の店舗や企業とのやり取りも、
どの端末からでも直感的に操作できることが望ましい。顧客情報は端末とともに「移
動」するが、それでもなお安全性が確保されていなければならない。アーキテク
チャーについては、PC経由での電子メールによる問い合わせであろうと、不快な
ショッピング体験に関するコメントのスマートフォン経由でのソーシャルメディア
への投稿であろうと、あるいは物理的な返品であろうと、購入プロセスの考えられ
るあらゆる時点で顧客とのやり取りを追跡する仕組みでなければならない。おそら
く最も重要なのは、機動的な技術対応力が 1カ月後または 1年後に登場する端末に
適応する能力があることを意味している。

ただし、顧客満足体験が全て同一なものでなければならないと言っているわけでは
ない。携帯端末を使って買い物する人たちは自分に合わせたクーポンを受け取りた
いし、PCユーザーはモバイルショッピング用のサイトやアプリケーションよりも
多くのオプション機能を常に期待する。そして、実店舗で買い物する人たちは、タ
ブレット端末を手にした店員が商品に関するアドバイスやより適切な商品について
別のアイデアを提案してくれれば、間違いなく嬉しいだろう。いずれ小売販売は実
店舗、PC経由、タブレット経由、携帯電話経由で比較的均等に行われるようになり、
先を見据えて各商品購入経路の強化に努めてきた小売業者が良かったと思える日が
来ることになろう。

この写真のような伝統的なバザールは、トルコの重要な小売りの場面として今後も残って
いくと思われる。トルコでは、「実際に商品に触って試してみたい」というのがオンライ
ン購入をしない主な理由だった。
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 リアルタイムで把握できる在庫状況
 立場の逆転小売業者のビッグデータ活用力のメリットを
 享受したい消費者

一部では、かなり前から店舗内テク
ノロジーの実現を小売業の究極の目標
として追求してきた。さまざまな店舗
内テクノロジーに支えられ、１０代の
若者がスマートフォンでコーヒー代を
払う今日の時代ほど、その考え方が真
実を言い当てていたことはない。買い
物客がデジタル画像上で洋服を「着て
みる」ことのできる（そしておそらく
は、その姿をソーシャルメディア上で
シェアできる）バーチャル試着室から、
商品に関するビデオにつながる QRタ
グやタブレットを持った店員まで、テ
クノロジーに対する消費者の要望はと
どまるところを知らないと一般的に考
えられている。

しかし興味深いことに、本調査の結
果はこの考え方を全面的に裏付けるも
のではなかった。調査対象者にさまざ
まな選択肢を提示して、どの店舗内テ
クノロジーがショッピング体験をより
良いものにすると思うか尋ねたところ、
「上記のいずれでもない」を選んだ人
が 20%もいた。これは、実店舗での買
い物にもはやワクワクしなくなってい
る（この質問の対象者はオンライン買
い物客であることを思い出してほし
い）、または実店舗で買い物するとき
は単に放っておいてほしいと思う買い
物客の割合としてはかなり大きい。別

途検討すべきは、小売業者は消費者が
望まないテクノロジーを店舗に導入し
ているのか、またはソーシャルメディ
アその他のコミュニケーション手段で
小売業者に直接働きかけてテクノロ
ジーに関する議論を先導しているのは、
実は消費者ではないのかという疑問で
ある。

この疑問は、調査対象者がどこに住
んでいるかによっては、さらに大きな
顧客の期待が生まれつつあることを示
している。例えば、最新鋭の店舗内テ
クノロジーに対する消費者の要望は、
インドに次いでブラジルが高いという
ことをデータは示している。店舗内テ
クノロジーの全てにおいて、この 2カ
国の消費者は、調査対象となった他の
どの国・地域の消費者よりもテクノロ
ジーを求める割合が高い。とりわけ、
「タブレット端末を手に別の商品も見
せてくれる店員」と「レジに行かずに
支払いの手続きをしてくれる店員」と
いう二つが、全世界平均と違ってブラ
ジルでは望ましいテクノロジーとして
際立った。実際、PwCでは、世界的な
テクノロジー企業と協力の下、バー
チャルカタログとモバイル支払いのプ
ラットフォームを組み合わせたモデル
を使って、ブラジルの小売業者がこう
した要望に応える手助けをしている。
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他店舗在庫またはオンライン在庫を
素早くチェックする機能

高速で簡単にログインできる
店舗内Wi-Fiサービス

レジに行かずに支払いの手続きを
してくれる店員

タブレット端末を手に別の商品も
見せてくれる店員

携帯電話での支払い

店舗のアプリを使っての支払い

上記のいずれでもない

調査対象者はある特定の機能を
明確に求めている
複数のテクノロジーを選んだ回答者
の中で群を抜いて人気の高かった選択
肢は、46%が選んだ「他店舗在庫また
はオンライン在庫を素早くチェックす
る機能」で、「高速で簡単にログイン
できる店舗内Wi-Fi サービス」（31%）、
「レジに行かずに支払いの手続きをし
てくれる店員」（27%）がこれに続いた
（図 8参照）。

POS データ、ソーシャルメディア、
位置情報タグ、ウェブサイト上での商
品選びを通して顧客が小売業者に大量
のデータを提供していることを考える
と、消費者が立場を逆転させて、実用
的な在庫情報の提供を小売業者に求め

るのは当然のことなのかもしれない。
とはいえ、店舗ネットワークのいたる
ところで正確な在庫をパレット単位、
店舗単位、棚単位まで正確に把握する
のは、小売業者が自らのサプライ
チェーン管理の一環として行うだけで
も大変な作業なのに、各店舗で実際に
買い物をしている顧客のためにリアル
タイムで行うなど無理な話である。
ビッグデータによって、フロントオ
フィスはマーケティングや販売手法を
個々の顧客に合わせてさまざまにカス
タマイズできるようになったが、ほと
んどの小売業者のバックオフィスは、
ますます複雑化するサプライチェーン
を管理するうえで引き続き深刻な課題
に直面している。

「買い物を消費者にとって 
さらに快適なものにするため
に、店舗内テクノロジーは今
後ますます重要になる」

Sergio Alexandre, PwC Brazil 

partner

図 8：消費者は、どんな店舗内テクノロジーよりも「在庫状況の把握」に価値を見いだしている

Q：次の店舗内テクノロジーのうち、あなたのショッピング体験を一段と快適にするのはどれだと思いますか。

調査対象者数：15,080 人
出典：PwC Global Total Retail Survey 2013
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実際、小売業者が顧客にこうした能
力を提供したいと思うか、議論のある
ところである。長年の顧客がある店舗
内のコンピューター・キオスクで品切
れになっている商品をチェックして、
12マイル（約 19km）離れた別の店舗に
あるのを見つけ、その店まで行ったら、
ちょうど誰かが最後の一つを買った後
だったとしたら、どうなるだろうか。
その小売業者のもとに残されるのは、
どうしても欲しかった商品が手に入ら
ず、いらだちを隠せない顧客である。
本報告書で取り上げた顧客からの期待
のいくつかは、小売業者にとっては厄
介な問題であるが、これはその一つで
ある。この場合、小売業者としては、
サプライチェーンや流通網、商品補充
プロセスの可視化に取り組む価値があ
るかどうか、よく考える必要がある。

取り組む価値はあると考えるのが答
えかもしれない。というのも、店舗内

に小売業者が設けたコンピューター・
キオスクやコンピューター・ステー
ションで品切れになった商品を探すこ
とによって、顧客は自分の好みについ
てさらにデータを提供することになる
からである。小売業界に関するさまざ
まな研究では、理論上入手可能な全て
の顧客データを入手することによって、
小売業者の利益率は大幅に改善される
と推定している。

顧客の購買傾向に関する情報が多け
れば多いほど、小売業者は自分たちに
とって誰が顧客で、その顧客がいつ、
どこで、何を欲しがっているのかを知
ることができる。つまり、顧客が小売
業者からサービスを受けていると考え
るのはそのとおりだが、その一方で、
顧客からのリアルタイムな在庫情報の
問い合わせは、実のところ、小売業者
にとっての新たなデータ獲得のポイン
トなのである。

ビジネスモデルが示唆するもの：バックオフィスは顧客と同じ速度で
動く必要がある

これまで取り上げてきた機動的な技術対応力は、オンラインクーポンやモバイル端
末でのタイムセール、迅速なオンライン取引といったフロントエンドテクノロジー
に関するものである。しかし、この機動的対応力に関する期待は、リアルタイムで
顧客対応を行うバックオフィスをどう実現するかという、全く新たな課題を突き付
けている。多くの小売業者にとってこれは、流通網全体にわたる商品の追跡、倉庫
保管、流通の方法を技術的に大きく改善しなければならないことを意味する。

このような投資を行うことの利点に目を向けると、実店舗とオンラインの最新の在
庫状況を素早くチェックしたいという顧客の期待を実際に満たすことができたとす
れば、その小売業者は、サプライチェーン全体にわたって意思決定の向上と迅速化
につながるようなアーキテクチャーの構築を実現したことになる。

例えば、返品について考えてみよう。調査を行った多くの国・地域で、返品は大き
な問題である。ファッション業界を例に挙げると、ドイツでは返品率が 50%を超
えることは珍しくない。こうした厄介な顧客とその行動は何とかして追跡する必要
がある。店舗網で欲しい商品を見つける手助けをするのと同じ機能を使えば、こう
した顧客の特定にも役立つと思われる。

つまり、盤石な在庫管理システムは、単に需要側が商品を見つける上で役立つだけ
でなく、効果的かつ正確なサプライチェーンのプロセスと効率的な流通網の実現を
促すことになる。
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 いつでもそばにあるお気に入りの小売店
 365 日 24 時間「オールウェイズオン（いつでもサービス提供）」

今日の消費者は、時折、自宅や職場
のコンピューターにつながっているの
ではなく、さまざまな端末を通して常
時つながっている。消費者が「オール
ウェイズオン」しているということは、
小売業者は 365 日 24 時間体制であら
ゆるチャネルを通してブランドストー
リーを提示する必要があるということ
でもある。しかし、「オールウェイズ
オン」とは、単に実店舗が営業してい
るとか、ウェブサイトが使えるといっ
ているのではなく、小売業者がいつで
も「臨戦態勢」にあって、ソーシャル
メディア、電子メール、オンライン購
入、電話、実店舗への訪問など、いか
なる方法で消費者がアプローチしてき
ても、これに対応できることをいう。

消費者は機敏に変化に
対応する
こうした顧客エンゲージメントの高
まりを踏まえ、仮にある方法で消費者
との関係を小売業者の側から断ち切っ
た場合、すなわち顧客のお気に入りの
店舗を閉鎖した場合、どんなこと起き
るのか調査する価値はある。実際、実店
舗の存在に対する人気は依然として健
在である。というのも、すぐその場で商
品を手に入れ、実際に商品に触って試
してみることができ、その商品が自分
に合っているかどうか確認できるから
である。こうした点は、2013 年調査
の回答者がオンライン購入ではなく実
店舗で購入する三大理由となっている。

しかし、現実に目を向けると、将来
的に小売業者の実店舗は数が減り、規
模は縮小し、品ぞろえもより絞り込ん
だものになりそうである。例えばオラ
ンダでは、過去 5年間で電子商取引市
場が爆発的に拡大し、2013 年には
100 億ユーロに達したと推計されてい

るが、その一方で、同国の小売店舗の
6% が空き店舗となっており、空き店
舗率が最大 20% に達する都市もある。
オランダに限らず、今後、オンライン
販売と実店舗販売の適切な組み合わせ
の模索が続くなか、小売店舗の閉鎖が
続くと思われる。

では、事業環境から小売業者が店舗
を閉鎖することになった場合、何が起
きるだろうか。その答えとして六つの
選択肢を用意したところ、全世界の回
答者の59%が同じ小売業者が運営する
次に近い実店舗を探し、44%が同じ小
売業者からのオンライン購入を増やし、
42%が類似の商品を販売する近くの別
な小売店を探して購入することがわ
かった。実店舗の閉鎖によって商品へ
の出費が全般的に減ると答えた人は
10%に満たなかった。得られたデータ
結果で興味深かったのは、ソーシャル
メディアに投稿して、その店舗の閉鎖
に関する議論に加わると答えた回答者
が全世界で11%もいたということであ
る。

今回の調査結果が明らかに示してい
るのは、回答者は、小売店はどこにで
もあって、消費者同様に常につながっ
ているものと想定しており、そのため
近くの店舗が閉鎖されても同じ小売業
者が運営する次に近い実店舗があれば
それで十分であって、仮にそれが不可
能な場合でも、その小売業者のオンラ
イン購入サイトがあると考えているこ
とである。最も回答の多かった二つの
選択肢がいずれも小売業者への顧客の
忠誠心が変わらないことを示すもので
あったことは、今後、実店舗の縮小を
余儀なくされる恐れがあると考えてい
る小売業者にとって朗報である。

店舗が閉鎖されると、 
消費者はまず同じ小売業者が
運営する次に近い実店舗に
向かい、次にその小売業者の
オンライン購入サイトに向か
う。



PwC24

59%

42%

44%

21%

11%

9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

同じ小売業者が運営する次に近い
実店舗を探して、その店舗に行く

同じ小売業者からのオンライン購入を開始し、
その方法で購入機会を増やす

近くで類似の商品を扱っている
別の小売店舗を探す

類似の商品を扱っている別の小売業者
のオンライン購入サイトを探す

ソーシャルメディアに投稿して、
店舗閉鎖に関する議論に加わる

その種類の商品への出費を全般的に減らす

図 9：近くの店舗が閉鎖されても、ほとんどの買い物客はブランドへの忠誠心を失わない

Q：あなたのお気に入りの小売店が閉鎖されたらどうしますか。

ビジネスモデルが示唆するもの：ストア・ポートフォリオ・マネジメ
ントを戦略的議論に高める必要がある

上記の調査結果に基づいて、実店舗を相当減らしてもトータルリテールというビジ
ネスモデルは成功し得ると結論付けたいところであるが、近くの小売店が閉鎖され
た場合、調査対象者の 10人に 4人を超える割合で競合他社の小売店からの購入を
検討する人がいるということは、小売業者にとって厳しい結果であろう。店舗閉鎖
シナリオから言えることは、次に近い実店舗があまり近くにない場合、あるいはオ
ンライン購入サイトがあまり魅力的でなかったり、使い勝手がよくなかったりした
場合、顧客は競合他社に向かうということなのかもしれない。

そして、さらに大きな教訓は、戦略議論の場にストア・ポートフォリオ・マネジメ
ントを含める必要があるということである。店舗を閉鎖するということ、また、さ
らに言えば新規出店するということは、明らかに顧客にインパクトを与え、ニュー
スになり、組織全体に影響を及ぼす類いの決定である。実店舗を閉鎖すべきか否か
を正確に評価するためには、単に店舗売り上げや地域の人口データを用いるだけで
なく、オンライン売り上げのデータも見た方がいい。その地域のオンライン販売デー
タは何を示しているのか。もし、オンライン販売の売り上げが極めて小さいのであ
れば、おそらくは、不採算店舗でも維持するのが正しい選択肢であろう。逆にオン
ライン販売の売り上げが大きい場合は、その地域に新規出店しても、オンライン事
業と共食いになるだけである。PwC UKのパートナーで小売・消費財企業の電子化
に詳しいMatthew Tod は、「ほとんどの小売業者は単一の販売チャネルに着目する
単一チャネル的視点でポートフォリオマネジメントを考えている」と指摘し、「オ
ンライン販売データと合わせて考えるべきだ」と述べている。実際、先見の明のあ
る小売業者の中には、個々の店舗の利益性を見るのではなく、エリア全体の利益性
を優先する業者もいる。その方が、個々の店舗の寄与度がより正確に反映されるか
らである。

次ページへ続く

調査対象者数：14,734 人
出典：PwC Global Total Retail Survey 2013
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10 人のうち約 6人の買い物客が今でも実際に見たり、触ったりするために実店舗で買い物をしたいと
考えているが、実店舗を維持する理由としては、それだけで十分だろうか。

実店舗の閉鎖・新規出店の他にも関連する課題として、中核店舗での店舗内テクノ
ロジーの向上・機能性改善や、ポップアップショップ（期間限定の仮店舗）などの
実店舗に代わる販売チャネルの検討が挙げられる。いずれも顧客とブランドにとっ
て大変重要な課題である。

「どこでも」をビジネスモデルに組み入れるもう一つの方法は、小売業以外の業界
に進出することである。例として米国のヘルスケアを見てみよう。始まったばかり
の代替的ヘルスケア制度が現行の非効率的な出来高払い制度と並んで成長を遂げつ
つある。一部の小売業者を含む既存と異なるプレーヤーがけん引するこの新たなヘ
ルスケア事業は、やがて、ヘルスケア市場の大きなシェアを獲得することになると
予想される。Walmart をはじめとする食料雑貨小売業者はすでに、薬局事業を足掛
かりとして臨床医療サービス分野への進出を果たしている。

もう一つの例は保険である。これもヘルスケアと同様に従来の小売業にはなじみの
ない事業である。英国の Tesco やオランダのHEMAなど、一部の小売業者は保険
会社と提携して全国の店舗で旅行保険、自動車保険、健康保険の販売を行っている。
ここで言いたいのは、いかなるサービスであれ、Walmart や Tesco といった強力な
ブランド企業はそのブランド力を使って、一見無関係に思われるさまざまな商品を
売ることができるということである。
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 モバイルショッピングの価値最大化のために
 必要なアプリとサイトの改善
 アプリ対ブラウザー：現時点では五分五分

調査対象者の中でモバイルショッピ
ングの利用が年々広まっていることに
ついては、本報告書ですでに述べたと
おりである。2013 年調査では、これ
までに携帯端末経由でオンライン購入
の経験がある回答者だけを対象にした
セクションを設けたところ、モバイル
ショッピングの将来にとって幸先の良
い結果が得られた。

週モバイルショッピングをしていると
答えた人を見てみると、アプリ派は
21%、ブラウザー派は 22%だった。「年
に数回」を選んだ人は、アプリ派もブ
ラウザー派も回答者の20%強であるこ
とから、いったんモバイルショッピン
グに移行すると、その便利さに惹かれ
て顧客として定着することが分かる。

モバイル買い物客が買い物に関連し
て、さまざまな行動をしていることが
調査で明らかになった。移動中（実店舗
にいないとき）、モバイルショッピング
に関する調査対象者の66%が他の小売
業者の商品販売価格と比較し、65%が
商品について調べ、57%が店舗の場所
を調べ、44%が商品購入前に資金があ
るか確認し、29%がクーポンを利用し
たと回答した。いずれも店舗に一歩も
足を踏み入れることなく行われている。

現時点でモバイルアプリと
モバイルサイトの差は
ほとんどない
小売業者が行っている全てのアプリ
投資について、どういう見返り（投資
利益率：ROI）があるのか調べてみた。
図 11 からわかるように、回答者はモ
バイルショッピングの際にアプリとブ
ラウザーのいずれを使うかについて、
明確な嗜好性を持ってはいなかった。
アプリは速さの点でブラウザーよりわ
ずかに勝っているが（35% 対 29%）、
その利点もモバイル買い物客はブラウ
ザーのほうが便利だと思っている
（48% 対 37%）という事実の前にかき
消されてしまう。これはおそらくアプ
リを利用する場合、時として面倒なダ
ウンロードという手順を踏まなければ
ならないからだろう。最後の選択肢と
して図 11 に示した「スマートフォン
での使い勝手」では、アプリとブラウ
ザーにほとんど差はなかった。

高まるモバイルショッピング意欲
モバイル買い物客がいかに明確に意
欲を示しているか見てみよう。携帯端
末での買い物のためにどれくらいの頻
度でアプリやモバイルブラウザーを
使っているか尋ねたところ、回答者の
16%が毎日アプリを使って、また 17%
が毎日ブラウザーを使って買い物をし
ていると答えた。この二つの方法で毎

図 10：モバイルブラウザーかアプリか、オンライン買い物客の好みは半々

Q：携帯電話やスマートフォンで買い物するために、どれくらいの頻度でアプリや
モバイルブラウザーを使いますか。

調査対象者数：6,506 人
出典：PwC Global Total Retail Survey 2013
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今回の調査結果は、Nielsen のよう
な消費者調査会社や Google のような
テクノロジー系企業が行っている調査
結果とほぼ一致している。あえて違い
を指摘するとすれば、これらの調査にお
いては、実際にはモバイルアプリはや
や劣勢だった。例えば、2013 年 2 月に
公表された Nielsen Mobile Consumer 
Report によると、モバイルブラウザー
の方がアプリより 20% 以上人気が高
い。さらに、同報告書は、2012 年の
ホリデーシーズン中、小売業者のモバ
イルサイトはアプリの 2倍も多く利用
されたと述べている。また、Google が
2013 年 4 月に行った調査では、米国
のスマートフォン経由でオンライン
ショッピングを行っている人たちの
65%はモバイルブラウザー派で、アプ
リ派はわずか 35%だった 3。

アプリの問題の一部は構造的なもの
である。購入したいものを調べている
モバイル買い物客にしてみれば、さま
ざまな小売業者のアプリをいくつも開
くより、第三者のサイトに掲載されて
いるレビューを読んで小売業者のモバ
イルサイトに行くほうがはるかに合理
的である。とはいえ、2008 年に Apple
が App Store を導入して以降は、デザ
インに優れたアプリ市場が存在し、そ
れはモバイルアプリについても同様で
ある。小売業者のモバイルアプリが、
モバイルブラウザーより、個々の買い
物客に応じたカスタマイズ、直感的操
作、迅速な体験（特典ポイント増量、
実店舗への行き方の情報更新など）に
おいて優れたサービスを提供するよう
になれば、利用者の割合はモバイルア
プリで高まると思われる。

図 11：モバイルブラウザーのほうがアプリより便利だと思われている

Q：なぜモバイルブラウザーよりアプリのほうが好きなのですか。

世界的に見ると、2017 年末
までにモバイル型のインター
ネットサービスの普及率は
54%、固定型ブロードサービ
スの普及率は 51% に達する
と見込まれている。

出典：PwCグローバルエンタテイメント＆メ
ディアアウトルック 2013‒2017

3 h t t p : / /mob i t h i nk i ng . com/mob i l e - 
marketing-tools/latest-mobile-stats/ 
e#smartphoneactivities

Q：なぜアプリよりモバイルブラウザーのほうが好きなのですか。

調査対象者数：5,604 人
出典：PwC Global Total Retail Survey 2013

調査対象者数：5,572 人
出典：PwC Global Total Retail Survey 2013
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携帯電話経由で買い物をするという回答者の 89%は携帯電話で価格を比較検討し、91%は商品につ
いて調べている。

ビジネスモデルが示唆するもの：事業に余裕がある場合には、確実に
モバイルサイトを最適化した上で、アプリを増強して顧客満足体験の
向上を図る

各社とも依然として、モバイルアプリにどの程度投資すべきか様子を伺っている段
階にある。一部のクライアントからよく聞くのは、モバイルサイトで事が足りてい
るので、モバイルアプリの構築を促す大きな動機がないという話である。

ビジネスモデルという視点で考えると、モバイルサイトとモバイルアプリは概して
客層が異なるので、両方に投資する必要がある。ブランド支持者は、その小売業者
のアプリをダウンロードする価値があると考えている。その理由は、提供されるコ
ンテンツや個別にカスタマイズしたプロモーション、速さ、特典ポイントを強く求
めているからである。一方、一般の買い物客はアプリをダウンロードしようとはし
ないだろうし、実際にその小売業者のサイトでオンライン購入するのは、そのサイ
トが自分の持っている端末にとって最適な場合に限られる。買い物客が関心がある
のは、画面のサイズが正確に変更され、画像が分断されず、購入方法や支払い方法
が明確で、購入手続きを迅速かつ簡単にできるかということである。ある意味モバ
イルサイトは、新規の一般の買い物客を獲得するためのもので、アプリは忠実なオ
ンライン買い物客にアピールするためのものと言えるかもしれない。

ほとんどの大手小売業者はモバイルアプリを提供しているが、現時点において顧客
心理がアプリとモバイルブラウザーの間で揺れ動いていることを理由に、本来の規
模の投資を差し控えている。言うまでもなく、投資の欠如はさまざまなイノベーショ
ンを損なう。そして、その結果、消費者はさらにモバイルアプリを志向することに
なる。要するに、モバイルショッピング用のサイトの最適化は第一の優先課題であ
るが、ストアアプリもまた世界に通用するものでなければならないということであ
る。
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ソーシャルメディアとその社会に及
ぼす影響については、これまで
Facebook に投稿したこともなく、時
間の合間に最新ニュースに関するコメ
ントをツイートすることもない人も含
め誰もが一家言あるようだ。多くの国
でソーシャルエンゲージメントが大き
な文化的関心事となっている今日、世
界の消費者は、ごく当たり前のように、
お気に入りの小売業者がオンライン店
舗を持ち、いつでもやり取りできるこ
とを期待している。

発見するスリル
この状況は、小売業者にとっては困
難な将来が待ち構えているように思え
るかもしれないが、実際には途方もな
く大きなチャンスである。企業はソー
シャルメディアを活用することで、長
年の得意客や、それ以上に重要な将来
顧客になりそうな人たちのために、有
意義なつながる体験を創出することが
できる。例えば、全世界の回答者の
59%がソーシャルメディアでブランド
を発見し、その後興味を持つように
なったと答えている（本調査では、特
定の質問項目で小売業者と区別するた
めに、「ブランド」は製造業（メーカー）
を指すものと定義している）。

実のところ、ソーシャルメディアを
活用したエンゲージメントという点に
おいては、全般的に、消費財企業が小
売業者の一歩先を行っている。消費財
企業は、とりわけ特定の商品やサービ
スに限定しない形での消費者との関係
づくりを得意としている。例えば Red 
Bull が YouTube で配信するエクスト
リームスポーツ動画は、ブランドによ
る体験を使ったマーケティングの典型
例である。もう一つの代表例として、

Miller Lite による NASCAR ドライバー
の Brad Keselowski とのスポンサー契
約があるが、Keselowski がレース中の
事故での赤旗中断中にライブツイート
したことは有名である 4。小売業者も
このような方法で消費者との関係づく
りを行うことが可能である。100 年の
歴史を持つ小売ブランドであっても、
誰かにとっては初めてのブランドかも
しれず、こうした新たな発見は、ブラ
ンドの知名度や選好度の上昇、さらに
はブランドに対する忠誠心の高まりと
いう形で事業の成長を促す。

図 12：ソーシャルメディア経由の買い物では電子機器と衣料品がトップ

Q：ソーシャルメディアを使って次に掲げる商品について調べたり、閲覧したり、
購入したことがありますか。あてはまるものを全て選んでください。

4 GMA/PwC 2013 Financial Performance 
Report, p45

 ソーシャルメディアによる双方向エンゲージメント
 今日の消費者は買い物だけではあきたらず、意見も聞いてほしい

調査対象者数：9,476 人
出典：PwC Global Total Retail Survey 2013
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小売業者やブランドメーカーと
のエンゲージメントという意味
で、ソーシャルメディアの時代
はすでに到来している
今回の調査で得られたデータは、全
世界の調査対象者がソーシャルメディ
アを介してお気に入りのブランドとい
かに結びついているかを示している。
全世界の 15,000 人を超えるオンライ
ン買い物客のうち、59%がソーシャル
メディアを通して自分の好きなブラン
ドをフォローしていると答えている。
また、お気に入りの小売業者またはブ
ランドメーカーと何らかのやり取りを
していると答えた回答者は 51%で、全
世界の調査対象者の56%が商品やブラ
ンドに関する体験についてコメントし
たことがあると回答していることを踏
まえると、そのやり取りの中にはこう
した体験談が含まれるものと思われる。
このようにソーシャルメディアは、顧
客を引き寄せる「店先」のような働き
をするようになったようである。今回
の調査では、全世界の調査対象者の
48%がソーシャルメディアを介して商
品を購入したと答えており、前回調査
の 12%から大幅に上昇している。

しかし、顧客が商品を購入する方法
はいくらでもあり、ソーシャルメディ
アの商品購入経路としての側面は実は
それほど重要ではない。肝心なのは、
ソーシャルメディアが原動力となって、
消費者が関わりを求め、コメントを寄
せ、小売業者やブランドに変化を促し
さえするようになっていることである。
特定のブランドのウェブサイトに惹き
寄せられる理由を尋ねたところ、15%
がそのブランドの体験について意見を
述べたかったと答え、前回の 11%を上
回った。従って、ほとんどの企業がソー
シャルメディアという領域に乗り出し
てはいるものの、こうした消費者の期
待に応えるためには、Facebook のペー
ジを立ち上げたり、Twitter のアカウ
ントを開いたり、YouTube で動画配信
するだけでは不十分であることに気づ
くであろう。ソーシャルメディアへの
投資は、社内の能力向上と本物の消費
者エンゲージメントにつながる道のり
と考えなければならない。

ソーシャルメディアについて
いえば、小売業者は単に必要
最低限のことをすればいいの
ではなく、本物の顧客エン
ゲージメントを実現できると
ころに投資する必要がある
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ビジネスモデルが示唆するもの：ほとんどの小売業者はソーシャル
メディアに対する組織的アプローチを変える必要がある

小売業者やブランドとのエンゲージメントの度合いが高まっていることは今回の調
査でも示されたが、それにも関わらず小売業者には、現在、これを積極的に活用す
るための努力があまりにも不足している。驚くことではないが、今日見られる典型
的な小売業者のソーシャルメディア戦略は、従来のマーケティング戦略によく似て
いる。ソーシャルメディアを介して新製品を発表し、広告やクーポンを送信し、相
対的に成功した製品発売に関するデータを集め、最後に個々の顧客のコメントや不
満を聞いて問題に対処するというパターンである。

小売業者はこうした行動を逆の順序で行うべきである。ソーシャルメディアの力を
本当の意味で活用するとは、類似のブランドや製品に関する顧客の声に耳を傾け、
こうした声の一部を実用可能なデータに変え、そのデータを使って製品のアイデア
を考え、ソーシャルメディアを介してそのアイデアに対する顧客の意見を聞き、最
後に、選び抜いた新製品に関する情報を「広める」ことなのである。これが最終的
な到達点であって、そこにたどり着くために小売業者が実行すべきソーシャルメ
ディア計画はおおむね次のようなものである。

•ブランドの目的達成を支える。ただし、投資の規模は経営が実行を確約できる現
実的なものでなければならない。つまり、マーケティングチームがまるごとソー
シャルメディア部隊になれるわけではなく、仮にそうなったとしたらそれは過剰
投資である。

•消費者エンゲージメントはブランドとして集中的に一元管理の下に行う。一部の
小売業者や消費財企業においては、ソーシャルメディアの管理は拠点ごとに複数
のチャネルを介して行われている。

•ブランドを代表してオンライン上でやり取りする社員を決め、一元化されたブラ
ンドの声を届ける研修を受けさせる。

•肯定的か否定的かに関わらず、寄せられた意見への返礼としてどういう特典を提
供するかを決める。一部の小売業者は第三者と契約して、ソーシャルメディアを
介して投稿されるコメントの追跡と監視を委託しており、中には、入念に吟味さ
れ、承認を受けた返答集から適切なものを選んで返答することも含めて委託して
いる場合もある。
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調査で得られたデータは、この１年
の間に、メーカーと小売業者の重なり
合うグレーゾーンが実質的に消えてし
まったことを示している。実際に買い
物する際、消費者はメーカーと小売業
者をほとんど区別していない。

消費者向け直接販売が成長
今回の調査で消費者向け直接販売に
ついて尋ねるにあたり、私たちは、メー
カーが「小売業者を介さずに直接消費
者に製品を販売する傾向が高まってい

る」ことを説明したので、調査対象者
が質問の意味を十分理解したうえで回
答していることを確信している。こう
した背景を踏まえて結果を見てみると、
全世界の調査対象者のうちメーカーか
ら直接購入をしなかったと答えたのは、
わずか 22%だった。一つの事例として
米国を見てみると、メーカーから直接
購入したと答えた回答者の割合が
2012 年調査で 52% だったのに対し、
2013 年調査では 70%となっている。

 小売業者としての「ブランド」メーカー、
 それを受け入れる顧客
 「最後の 1 マイル」は店舗外に移りつつあり、ブランドメーカーは
 まさにそこに狙いを定めて攻勢をかけている

図 13：小売業者を介さない買い物客が増えている

Q：各商品のうちメーカーから直接オンライン購入したことがあるものはどれですか。あてはまるものを全て選んでください。

調査対象者数：15,079 人
出典：PwC Global Total Retail Survey 2013
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調査対象者が挙げた、ブランドの
ウェブサイトで買い物をする理由は実
にさまざまだった 5。全体の 50% が価
格の安さ、37%が選択肢の多さ、29%
が品切れの少なさを理由に挙げた。し
かし小売業者にとって懸念すべきは、
メーカーから直接購入している買い物
客のうち「ブランドのウェブサイトで
あれば必要なものが全てそろう」を選
んだ人が 12%、「ブランドが好き・ブ
ランドへの忠誠心がある」を選んだ人
が 11%いたことで、こうしたデータか
らブランドという目に見えないものを
理由にそうした行動を取っていること
が分かった。では、なぜこれが懸念す
べきことなのか。メーカーはブランド
という点においては、小売業者より本
質的に有利だからである。つまり、購
入される商品は一般的にその商品を製
造しているブランドに結びつく。メー
カーがオンラインショッピングで優れ
た顧客満足体験を提供できるのであれ
ば、小売業者の立場は永久に二流に格
下げされるおそれがある。

5 調査対象者は必要に応じて最大 11の理由
を選ぶことができた。

ビジネスモデルが示唆するもの：消費者向け直接販売がトータルリ
テールにとって脅威となる中、消費財企業と手を結ぶことが最善の
策の可能性

ブランドメーカーが消費者向け直接販売のための取引プラットフォームの構築に
取り組む中、小売業者はじっと何もせずに手をこまねいているわけではない。小
売業者は自社ブランド開発に向けた努力を続けている。さらにメーカーと提携し
て購買行動の根底にある消費者意識に関する情報を共有するとともに、市場の規
模を拡大させ、双方とも成功を収められるようカテゴリーマネジメント（商品分
類別管理）でも協力を進めている。

実際、私たちが入手したデータは、一部の商品分類でこのアプローチがうまく機
能している可能性を示している。今回の調査でブランドのウェブサイトで直接購
入するものとして最も多かった商品分類は衣料品・靴で、回答者の 51%が購入
していた。これは、小売業者にとって返品や在庫の管理が最も難しい商品分類で
あることから、ブランドメーカーが直接販売をさらに推し進めるのは理に適った
ことかもしれない。ある意味でブランドメーカーは小売業者のサプライチェーン
の物流に関する問題を軽減して、小売業者を助けているといえる。例えば、ファッ
ション性の高い商品は顧客からの返品の多いことで有名である。

しかし、小売業者が検討すべきもう一つの要因は、メーカーは必ずしも小売業者
を出し抜こうとしているわけではないということである。結局のところ、メーカー
にとって小売業者は主要顧客にほかならず、小売業者の売上実績が十分高ければ、
多くのメーカーは、この安定した関係をこじらせるリスクを冒して、不確かな消
費者向け直接販売に乗り出そうとはしないだろう。小売市場をより細分化して眺
めてみると、状況は違ってくる。従って、ブランドメーカーは、商品分類別、地
域別、市場ポジション別にそれぞれに応じた消費者向け直接販売の戦略を立てる
傾向がある。
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次なる小売ビジネスモデルに関する最終的な考察

今日の状況下で世界の小売業者は、

価値意識の高い買い物客から消費者向け

直接販売、そして参入が難しい新興市場まで、

成長を妨げるさまざまな障壁に直面している。

そこで鍵となるのは、行動を起こす上ですぐに

役立つ情報を生み出すビジネスモデルである。

さらに、小売業の CEO の 80% が技
術の進歩は世界的な潮流であって、今
後 5年間に自社の事業に最も大きな変
化をもたらすことになると回答した。

P wC の「第 17 回世界 CEO 意識
調査」では、小売業の CEO の
うち 91% が消費者行動の変化

について「懸念している」と回答し、
その中の28%は「非常に懸念している」
と回答した。
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つまり、世界が変わりつつあり、テ
クノロジーが消費者にどのような影響
を及ぼしているかを理解する必要があ
るという認識がうまれている。問題は
小売業者がそれに対して、次なる小売
ビジネスモデルを構築できるノウハウ
や意欲を組織として備えているか否か
である。例えば、2013 年 11 月に公表
されたある調査では、小売業者のほと
んどが自社の事業の将来を担うことに
なるとわかっている分野への投資が不
足していることが明らかになった6。そ
の調査によると、小売業者の 50% が
ウェブサイトやモバイルに十分な投資
を行っていないと答え、45%はビジネ
スインテリジェンスや分析への投資が
少ないことを認めている。

それはなぜなのか。間違いなくその
答えは、豊富な知識を備えた要求の厳
しい顧客に対応できていないビジネス
モデルの中にある。小売ビジネスはど
のように変わる必要があるのか、私た
ちはさまざまな角度から議論してきた
が、おそらくこうした変化を進化と捉
えるのが一番わかりやすいだろう。こ
れは消費財企業についても言えること
であるが、小売業者は長年、調達の段

階的改善あるいは間接費用の削減と
いったプロセスと効率性に関するビジ
ネスモデルの改革に主眼を置いてきた。
しかし、今日、ちょっとした改革やサ
プライチェーンの改善で小売業者の差
別化は実現できない。小売ビジネスモ
デルは、適切なフロントオフィスと
バックオフィスのテクノロジーに根ざ
したものでなければならない。つまり
必要なものは、組織変革とパフォーマ
ンス測定に加えて、顧客がいつ、どこ
で、何を欲しがっているかをリアルタ
イムで反映するサプライチェーンを実
現する仕組みである。最後になるが大
事なことは、そのビジネスモデルには、
日々拡大し続ける膨大な顧客分析デー
タを最大限に生かすことのできるメカ
ニズムが必要だということである。

6 “The New Cost Structure of Retail IT,” 
Q4 2013, EKN

次なる小売ビジネスモデルを
構成する四つの要素：
組織変革、統合型テクノロ
ジープラットフォーム、顧客
分析、サプライチェーンの最
適化
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非常勤従業員 25～ 34歳

自営業

学生 55～ 64歳

専業主夫・専業主婦 65歳以上

常勤従業員 18～ 24歳

定年退職者 35～ 44歳

失業中 45～ 54歳男 女

PwC は、消費者の購買行動とさまざ
まな購買チャネルの利用状況を把握、
比較するために、世界 15カ国・地域（ブ
ラジル、カナダ、中国・香港、フランス、
ドイツ、インド、イタリア、中東、オ
ランダ、ロシア、南アフリカ、スイス、

トルコ、英国、米国）を対象に調査を
行った。実施期間は 2013 年 7 月から
8月で 15,080 件のオンラインインタ
ビューを実施した。

調査対象者の構成

調査方法

注：トルコの調査対象者には上記と異なる分類の選択肢が提示されたため、就業状況分類別のグラフにトルコの調査対象者は含まれていない。
出典：PwC Global Total Retail Survey 2013

調査対象者数：15,080 人 調査対象者数：14,060 人 調査対象者数：15,080 人
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性別 年齢就業状況
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お問い合わせ先

プライスウォーターハウスクーパース株式会社
03-3546-8480（代表）
秦　久朗
パートナー
hisaaki.hata@jp.pwc.com
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